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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 6,000,000,000

計 6,000,000,000

 

② 【発行済株式】 
 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数(株) 
(平成19年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成19年12月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 3,373,647,813 3,373,647,813

東京，大阪，名古
屋，福岡，札幌各
証券取引所 
〔東京，大阪，名
 古屋は市場第一

 部〕 

完全議決権株式であり，株主

としての権利内容に制限のな

い,標準となる株式 

計 3,373,647,813 3,373,647,813 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

当社はストックオプションの付与を目的として取締役及び執行役員に対して新株予約権を発行して

いる。 
当該新株予約権の内容は次のとおりである。 
 

①改正前商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に従い, 平成15年６月26日開催の定時株主総会の

特別決議に基づき，平成15年７月29日開催の当社取締役会においてその具体的な内容を決議し，平

成15年８月11日に発行した新株予約権の内容。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数 １個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,000株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 315円（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年６月27日から 
平成21年６月26日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  315円 
資本組入額 158円 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは
当社取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 
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（注）１ 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額は，各新株予約権の行使により発行又は移転する株式

１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

なお，以下の事由が生じた場合は，行使価額をそれぞれ調整するものとする。 

（1）当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合には，次の算式により行使価額を調整

し，調整の結果生じる１円未満の端数は，これを切り上げる。 
 

１ 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

分割・併合の比率 

（2）当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき，新株式を発行又は自己株式を処分する場合（新株

予約権の行使の場合を除く。）は，次の算式により行使価額を調整し，調整により生じる１円未満

の端数は，これを切り上げる。 

  新規発行株式数×１株当たり払込金額 
既発行株式数＋

時価 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

既発行株式数＋新規発行株式数 

なお，上記算式において，「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株

式の総数を控除した数とし，また，自己株式を処分する場合には，「新規発行株式数」を「処分す

る自己株式数」に読み替えるものとする。 

（3）当社が資本の減少，合併又は会社分割を行う場合等，行使価額の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは，資本の減少，合併又は会社分割の条件等を勘案の上，合理的な範囲で行使価額

を調整する。 

２ （1）各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

（2）新株予約権の割当てを受けた対象者（以下「新株予約権者」という。）は，当社の取締役の地位を

失った後も，これを行使することができるものとする。 

また，新株予約権者が死亡した場合は，相続人がこれを行使することができるものとする。 

（3）新株予約権の第三者への譲渡，質入れその他一切の処分は，当社取締役会の承認ある場合を除き，

これを認めないものとする。 

（4）その他の条件については，平成15年６月26日開催の定時株主総会の特別決議及び平成15年７月29日

開催の当社取締役会決議に基づき，当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約

書」に定めるところによる。 

 

②改正前商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に従い,平成16年６月25日開催の定時株主総会の特

別決議に基づき，平成16年７月30日開催の当社取締役会においてその具体的な内容を決議し，平成

16年８月11日に発行した新株予約権の内容。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数 22個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 22,000株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 289円（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月26日から 
平成22年６月25日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  289円 
資本組入額 145円 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは
当社取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 
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（注）１ 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額は，各新株予約権の行使により発行又は移転する株式

１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

なお，以下の事由が生じた場合は，行使価額をそれぞれ調整するものとする。 

（1）当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合には，次の算式により行使価額を調整

し，調整の結果生じる１円未満の端数は，これを切り上げる。 

１ 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

分割・併合の比率 

（2）当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき，新株式を発行又は自己株式を処分する場合（新株

予約権の行使の場合を除く。）は，次の算式により行使価額を調整し，調整により生じる１円未満

の端数は，これを切り上げる。 

  新規発行株式数×１株当たり払込金額 
既発行株式数＋

時価 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

既発行株式数＋新規発行株式数 

なお，上記算式において，「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株
式の総数を控除した数とし，また，自己株式を処分する場合には，「新規発行株式数」を「処分す
る自己株式数」に読み替えるものとする。 

（3）当社が資本の減少，合併又は会社分割を行う場合等，行使価額の調整を必要とするやむを得ない事
由が生じたときは，資本の減少，合併又は会社分割の条件等を勘案の上，合理的な範囲で行使価額
を調整する。 

２ （1）各新株予約権の一部行使はできないものとする。 
（2）新株予約権の割当てを受けた対象者（以下「新株予約権者」という。）は，当社の取締役の地位を

失った後も，これを行使することができるものとする。 
また，新株予約権者が死亡した場合は，相続人がこれを行使することができるものとする。 

（3）新株予約権の第三者への譲渡，質入れその他一切の処分は，当社取締役会の承認ある場合を除き，
これを認めないものとする。 

（4）その他の条件については，平成16年６月25日開催の定時株主総会の特別決議及び平成16年７月30日
開催の当社取締役会決議に基づき，当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約
書」に定めるところによる。 

 

③改正前商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に従い,平成17年６月28日開催の定時株主総会の特

別決議に基づき，平成17年７月29日開催の当社取締役会においてその具体的な内容を決議し，平成

17年８月11日に発行した新株予約権の内容。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数 322個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 322,000株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 294円（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年６月29日から 
平成23年６月28日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  294円 
資本組入額 147円 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは
当社取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 

（注）１ 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額は，各新株予約権の行使により発行又は移転する株式
１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 
なお，以下の事由が生じた場合は，行使価額をそれぞれ調整するものとする。 



ファイル名:040_0804700501912.doc 更新日時:2007/12/13 5:13 印刷日時:07/12/13 5:36 

― 23 ― 

（1）当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合には，次の算式により行使価額を調整
し，調整の結果生じる１円未満の端数は，これを切り上げる。 

１ 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

分割・併合の比率 

（2）当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき，新株式を発行又は自己株式を処分する場合（新株
予約権の行使の場合を除く。）は，次の算式により行使価額を調整し，調整により生じる１円未満
の端数は，これを切り上げる。 

  新規発行株式数×１株当たり払込金額 
既発行株式数＋

時価 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

既発行株式数＋新規発行株式数 

なお，上記算式において，「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株
式の総数を控除した数とし，また，自己株式を処分する場合には，「新規発行株式数」を「処分す
る自己株式数」に読み替えるものとする。 

（3）当社が資本の減少，合併又は会社分割を行う場合等，行使価額の調整を必要とするやむを得ない事
由が生じたときは，資本の減少，合併又は会社分割の条件等を勘案の上，合理的な範囲で行使価額
を調整する。 

２ （1）各新株予約権の一部行使はできないものとする。 
（2）新株予約権の割当てを受けた対象者（以下「新株予約権者」という。）は，当社の取締役又は執行

役員の地位を失った後も，これを行使することができるものとする。 
また，新株予約権者が死亡した場合は，相続人がこれを行使することができるものとする。 

（3）新株予約権の第三者への譲渡，質入れその他一切の処分は，当社取締役会の承認ある場合を除き，
これを認めないものとする。 

（4）その他の条件については，平成17年６月28日開催の定時株主総会の特別決議及び平成17年７月29日

開催の当社取締役会決議に基づき，当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約

書」に定めるところによる。 

 

④会社法第238条第１項及び第２項並びに第240条第１項の定めに従い,平成18年７月31日開催の当社

取締役会の決議に基づき,平成18年８月17日に発行した新株予約権の内容。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数 663個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 663,000株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年８月18日から 
平成48年６月28日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  １円 
資本組入額 １円 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注１） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは
当社取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

（注２） 同左 

（注）１ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は，新株予約権の行使期間内において,当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも
喪失した場合に限り，本新株予約権を行使できるものとする。ただし，この場合，新株予約権者は，
地位を喪失した日の翌日（以下，「権利行使開始日」という。）から10年を経過する日までの間に
限り，新株予約権を行使することができる。 

(2) 上記(1)に関わらず，新株予約権者は，以下の①又は②に定める場合（ただし,②については,新株予
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約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には，それぞれに定める期間内に
限り新株予約権を行使できるものとする。 
①新株予約権者が平成43年６月28日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合 
平成43年６月29日から平成48年６月28日 

②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案，又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しく

は株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は，

当社取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から15日間 

(3) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には，かかる新株予約権を行使することができないもの

とする。 

(4) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

(5) 新株予約権者が死亡した場合は，相続人がこれを行使できるものとする。 

(6) 新株予約権の第三者への譲渡，質入その他一切の処分は，当社取締役会の承認のある場合を除き，

これを認めないものとする。 

(7) その他の条件については，平成18年６月28日開催の定時株主総会決議及び平成18年７月31日開催の

当社取締役会決議に基づき，当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 
 

２ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

当社が，合併（当社が合併により消滅する場合に限る。），吸収分割，新設分割，株式交換又は株式移

転（以上を総称して以下，「組織再編行為」という。）をする場合において，組織再編行為の効力発生

の時点において残存する新株予約権（以下，「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し，そ

れぞれの場合につき，会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下，「再編対象

会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合において

は，残存新株予約権は消滅し，再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし，以下

の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を，吸収合併契約，新設合併契約，吸収分割契

約，新設分割計画，株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数は，残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権

の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類は，再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数は，組織再編行為の条件等を勘案の上，残存新株

予約権に定められた事項に準じて決定する。 

(4) 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は，以下に定める再編後払込金額に

上記(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られ

る金額とする。再編後払込金額は，交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けるこ

とができる再編対象会社の株式１株当たり１円とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間は，上記表中「新株予約権の行使期間」の開始日と組織再

編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から，上記表中「新株予約権の行使期間」の満了日まで

とする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

は，残存新株予約権に定められた事項に準じて決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得については，再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するもの

とする。 

(8) 新株予約権の取得条項は，残存新株予約権に定められた事項に準じて決定する。 

(9) その他の新株予約権の行使の条件は，上記（注１）に準じて決定する。 

 

⑤会社法第238条第１項及び第２項並びに第240条第１項の定めに従い,平成19年７月31日開催の当社

取締役会の決議に基づき,平成19年８月16日に発行した新株予約権の内容。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数 400個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 400,000株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年８月17日から 
平成49年８月16日まで 

同左 
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新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  １円 
資本組入額 １円 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注１） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは
当社取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

（注２） 同左 

（注）１ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は，新株予約権の行使期間内において,当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも
喪失した場合に限り，本新株予約権を行使できるものとする。ただし，この場合，新株予約権者は，
地位を喪失した日の翌日（以下，「権利行使開始日」という。）から10年を経過する日までの間に
限り，新株予約権を行使することができる。 

(2) 上記(1)に関わらず，新株予約権者は，以下の①又は②に定める場合（ただし,②については,新株予
約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には，それぞれに定める期間内に
限り新株予約権を行使できるものとする。 
①新株予約権者が平成44年８月16日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合 
平成44年８月17日から平成49年８月16日 

②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案，又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しく

は株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は，

当社取締役会決議がなされた場合） 

当該承認日の翌日から15日間 

(3) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には，かかる新株予約権を行使することができないもの

とする。 

(4) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

(5) 新株予約権者が死亡した場合は，相続人がこれを行使できるものとする。 

(6) 新株予約権の第三者への譲渡，質入その他一切の処分は，当社取締役会の承認のある場合を除き，

これを認めないものとする。 

(7) その他の条件については，平成19年６月27日開催の定時株主総会決議及び平成19年７月31日開催の

当社取締役会決議に基づき，当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 
 

２ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

当社が，合併（当社が合併により消滅する場合に限る。），吸収分割，新設分割，株式交換又は株式移

転（以上を総称して以下，「組織再編行為」という。）をする場合において，組織再編行為の効力発生

の時点において残存する新株予約権（以下，「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し，そ

れぞれの場合につき，会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下，「再編対象

会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合において

は，残存新株予約権は消滅し，再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし，以下

の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を，吸収合併契約，新設合併契約，吸収分割契

約，新設分割計画，株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数は，残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権

の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類は，再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数は，組織再編行為の条件等を勘案の上，残存新株

予約権に定められた事項に準じて決定する。 

(4) 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は，以下に定める再編後払込金額に

上記(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られ

る金額とする。再編後払込金額は，交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けるこ

とができる再編対象会社の株式１株当たり１円とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間は，上記表中「新株予約権の行使期間」の開始日と組織再

編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から，上記表中「新株予約権の行使期間」の満了日まで

とする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

は，残存新株予約権に定められた事項に準じて決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得については，再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するもの

とする。 
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(8) 新株予約権の取得条項は，残存新株予約権に定められた事項に準じて決定する。 

(9) その他の新株予約権の行使の条件は，上記（注１）に準じて決定する。 

 

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 

 

(4) 【発行済株式総数，資本金等の状況】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
 

(千円) 

資本金残高
 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日 

― 3,373,647 ― 265,608,781 ― 203,536,197

 

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％) 

ステート ストリート バンク ア
ンド トラスト カンパニー  
（常任代理人 株式会社みずほコ

ーポレート銀行兜町証券決済
業務室） 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 
U.S.A. 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

226,463 6.71

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社信託口 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 165,073 4.89

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社信託口 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 129,892 3.85

野村信託銀行株式会社退職給付
信託三菱東京ＵＦＪ銀行口 

東京都千代田区大手町二丁目２番２号 125,666 3.72

明治安田生命保険相互会社 
（常任代理人 資産管理サービス

信託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 
（東京都中央区晴海一丁目８番12号） 

80,022 2.37

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 63,000 1.87

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
505103 
（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決
済業務室） 

 
P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 
U.S.A. 

(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 
52,776 1.56

野村信託銀行株式会社退職給付
信託三菱ＵＦＪ信託銀行口 

東京都千代田区大手町二丁目２番２号 45,934 1.36

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社信託口４ 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 45,746 1.36

ザ チェース マンハッタン バン
ク エヌ エイ ロンドン  
（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決
済業務室） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET 
LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

41,560 1.23

計 ― 976,135 28.93

（注） キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニー及びその共同保有者であるキャピタル・ガ

ーディアン・トラスト・カンパニー, キャピタル・インターナショナル・リミテッド, キャピタル・イン

ターナショナル・インク, キャピタル・インターナショナル・エス・エイから，平成19年７月６日付で大

量保有報告書の変更報告書が関東財務局長に提出され,当社はその写しの送付を受けている。 

しかしながら，当社としては，平成19年９月30日現在の当該法人の実質所有株式数を完全に確認できない

ため，上記大株主の状況は，株主名簿の記載内容に基づいて記載している。 

なお，当該変更報告書による平成19年６月29日現在の株式所有状況は以下のとおりである。 
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氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

キャピタル・リサーチ・アン

ド・マネージメント・カンパニ

ー 

333 SOUTH HOPE STREET,LOS ANGELES, 

CA 90071,U.S.A． 
205,144 6.08

キャピタル・ガーディアン・ト

ラスト・カンパニー 

333 SOUTH HOPE STREET,LOS ANGELES, 

CA 90071,U.S.A． 
15,020 0.45

キャピタル・インターナショナ

ル・リミテッド 

40 GROSVENOR PLACE,LONDON SW1X 

7GG,ENGLAND 
34,562 1.02

キャピタル・インターナショナ

ル・インク 

11100 SANTA MONICA BOULEVARD，15th 

FL.,LOS ANGELES，CA 90025,U.S.A． 
11,406 0.34

キャピタル・インターナショナ

ル・エス・エイ 

3 PLACE DES BERGUES，1201 GENEVA，

SWITZERLAND 
4,097 0.12

計 ― 270,230 8.01

 

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

（自己保有株式）

普通株式 
17,578,000 ― 

株主としての権利内容に制
限のない,標準となる株式 

完全議決権株式(自己株式等) 
（相互保有株式）

普通株式 
262,000 ― 同上 

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,344,852,000 3,344,852 同上 

単元未満株式 普通株式 10,955,813 ― 同上 

発行済株式総数 3,373,647,813 ― ― 

総株主の議決権 ― 3,344,852 ― 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には，証券保管振替機構名義の株式が，111,000株(議決権

111個)含まれている。 

２ 株主名簿上当社が発行済株式総数の４分の１を超えて所有している会社名義となっているが実質的には

当該会社が所有していない株式が3,241株あり，「完全議決権株式(その他)」欄に3,000株(議決権３個)

及び「単元未満株式」欄に241株を含めて記載している。 

３ 「単元未満株式」欄には以下の自己株式及び相互保有株式が含まれている。 

当社所有 888株

日本建設工業㈱ 765株

㈱東北機械製作所 500株
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② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)      

三菱重工業㈱ 東京都港区港南二丁目16番５号 17,578,000 0 17,578,000 0.52
 
(相互保有株式) 

   

日本建設工業㈱ 東京都中央区月島四丁目12番５号 72,000 0 72,000 0.00

㈱東北機械製作所 秋田市茨島一丁目２番３号 2,000 0 2,000 0.00

㈱菱友システムズ 東京都港区高輪二丁目19番13号 40,000 0 40,000 0.00

㈱寺田鉄工所 広島県福山市新浜町二丁目４番16号 20,000 0 20,000 0.00

長菱ハイテック㈱ 長崎県諫早市貝津町2165番地 3,000 0 3,000 0.00

神戸発動機㈱ 兵庫県明石市二見町南二見１ 125,000 0 125,000 0.00

計 ― 17,840,000 0 17,840,000 0.53

（注） 株主名簿上当社が発行済株式総数の４分の１を超えて所有している会社名義となっているが実質的には当

該会社が所有していない株式が3,241株あり，上記①の「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄

に3,000株(議決権３個)及び「単元未満株式」欄に241株を含めて記載している。 
 
 

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 782 759 815 897 841 751

最低(円) 733 697 751 782 654 634

(注) 株価は，株式会社東京証券取引所(市場第一部)の市場相場である。 

 

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後，当半期報告書の提出日までにおいて，役員の異動はない。 
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